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JACICの４つの業務
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建設生産システムにおける
ＪＡＣＩＣの提供サービス

• 調査
• 計画
• 設計
• 積算
• 入札・契約
• 施工
• 維持管理

積算システム

テクリス

コリンズ

電子入札システム入札情報サービス

電子入札システム

副産物・発生土交換システム

電子納品

2次元ＣＡＤ交換標準
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副産物システムの概要 （ＣOＢＲIＳ）

１．システムのイメージ、経緯と実績（北海道管内）

２．システムの機能・特徴

３．チェック機能と集計機能

４．11条電子化の試み

建設副産物情報交換システム（COBRIS）と建設
発生土情報交換システム



6

排出事業者
（施工業者）

1.1 副産物情報システムのイメージ

処理業者
（処理施設）

～ 提出書類の省力化 ～

○建設リサイクル法届出・通知書【建リ法11条】
○再生資源利用[促進]計画書（実施書）【建リ法11・18条】

工事発注者

COBRIS
調査価格情報の登録

作成

工事情報の登録

リサイクル率の算定

工事情報の検索

施設情報の検索

施設情報の登録

調査価格情報の検索
リサイクル率の算定

提出

提出書類のチェックリストも出せるよ



1.２ 全国実績・北海道地方での使用状況
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２．システムの機能 2.1システムの特長①

8

チェック機能
（提出書類のチェックリスト作成）

積算根拠
データベース

＜CREDASの機能＞
再生資源利用[促進] 計
画（実施）書の作成

工
事
情
報施

設
情
報

情調
報査
価
格

処
理 処理施設のPR
業 所在地
者 受入価格
再生資材単価

登録

排出事業者
（工事受注者）

取込

実態調査（センサス、モニタリング）

提出

COBRIS

デ E
ー D
タ

発
注
者

集計機能

C
R

A 
S

価格入力を管内の処理業者に義務付け、
物価調査を省略し、直接積算に利用して
いる機関もございます
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2.2システムの特長② 【書類提出】

書類のやりとりがスムーズになる 提出書類のチェッ

クリストが受発注者間で確認できる 工事データのとり

まとめ期間の短縮、コスト縮減

受注者
登録

発注機関

確認
とりまとめ担当

確認

提出 取込 提出 取込

再生資源利用[促進]実施書の提出

COBRIS

調査機関
（未加入）

調査機関
（加入）

受注者
登録

発注機関

確認

とりまとめ担当

確認

CREDAS CREDAS CREDAS

建設副産物対策委員会

建リ法第１１条の通知

都道府県
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2.3システムの特長② 【書類提出】

②「COBRIS版CREDAS」に登録の場合

⇒電子データの提出は不要。 データベースとして保存。

※各機関において全データが「COBRIS版CREDAS」の場合は、

協議会事務局への報告のみとなる。

①「CREDAS入力システム」に入力の場合

⇒「CREDAS入力システム」で作成した電子データを

Eメールで協議会事務局(あるいは県担当課）に提出
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2.4処理業者の登録状況



３．機能と画面 （チェック機能）

ファイルを指定

↓

エラーチェック開始

工事担当者へ修正依頼

取込完了
ﾁｪｯｸﾘｽﾄ出力

・ｴﾗｰなし or 問題のない警告ｴﾗｰ →登録

・ｴﾗｰ要修正（必須ｴﾗｰ） →ﾘｽﾄ作成
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3.1チェックリスト確認画面 【チェックリスト】

※単位間違いとプルダウン選択ミスが多い

※担当官が作業するか、業者が行うか。

■チェックリスト解説書

JACIC建設副産物情報センターHP

各種マニュアル等(ダウンロード)

http://www.recycle.jacic.or.jp/download/down_menu.html
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提出用データの留意点 【チェックリスト解説書p21,22】

・コンクリート塊を再資源
化施設へ搬入した場合留意点１ 搬出先の入力について

留意点２ 現場内利用の不整合

５．の中間処理施設
（合材プラント以外の
再資源化施設）を選定。

・土砂等を現場内利用する
ために一時仮置する場合

利用実績側、発生実績
側双方に記載が必要



・実績リスト（総括表）

・実績リスト（詳細表）

・運搬距離
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3.2集計結果の確認画面 ① 【集計表設定】

①集計区分を選択

・発注機関別

・工事場所別

②集計表を選択

・登録工事件数
③確定を選択
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3.2集計結果の確認画面 ② 【集計表出力】

出力を選択

→エクセル形式で出力



４．ＣOＢＲIＳ 11条電子化の試み (着工時通知）
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４．ＣOＢＲIＳ 11条電子化の試み

これまでの実績

※１ アンケートの結果。送る方は好意的、受け取る方はまちまち。
※平成29年度以降も、拡充していく予定。

福島河川国道工
事事務所

高知河川国道工
事事務所

土佐国道工事
事務所

徳島河川国道工
事事務所

９月 ２ ３ ９ １９

１０月 ４ ９ ８ ２５

１１月 １７ ５ ３ ５

１２月 ８ ５ ０ ７

注：通知ファイルの作成回数は、「第11条通知の送付」ボタンを押してメーラが起動した回数に連動しております。 計129件



５.利用料金 （自治体等）

※詳しくはJACIC建設副産物情報センターのWebをご覧ください。
http://www.recycle.jacic.or.jp/

建設副産物情報交換システム利用料金（税込み）

国土交通省直轄の事務所では全事務所が採用して頂けるように。
しかし、各自治体に関しては、安く利用できるようになっています。

区分 年度間利用料

県（1事務所あたり） 32,400

市・町（1機関あたり） 8,640

排出事業者（オンライン） 8,640

処理業者（オンライン） 無料

19



20

発生土情報交換システムの概要

１．システムの特徴
２．北海道での使用状況
３．マッチングシステム



１．建設発生土 システムのイメージ

21

事務局

土が欲しい！

＜公共工事土量調査＞

建設発生土 情報
交換システム

工事発注者
B

工事登録

＜搬入＞

工事発注者
A

工事登録

＜搬出＞

工事検索
＜最新情報で調整＞

土を出したい！

とりまとめ

工事間利用の実現
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２．全国実績・北海道地方での使用状況



３．官民有効利用の試行マッチングとの連携
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建設発生土 情報
交換システム

土量データ反映

土量データ
登録

公共工事
＜土量データ＞

官民有効利用 試行
マッチングHP

発生土情報システム

関係者間で連絡、調整（土質、工期、土量を確認）

搬出・搬入

官官の調整

官民の調整

民間工事

※「建設リサイクル推進計画2014」の中で提示された手法。
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実績（平成27年度・平成28年度）

25

2



実績【 近畿地方での有効利用 】

26

《搬出側（公共）》
地方自治体が発注した下水道管
渠築造工事

《搬入側（民間）》
解体工事の地下室撤去埋め戻し
材として利用

約7,100m3利用

利用時期：平成28年8月

※設計減になるものの、加点の対象に。

【登録条件】 登録土
量：24,664㎥
土工期：2015年2月～2015年7月※ 
土質区分：第２種建設発生土
※掘削時の工期であり、その後仮置場に存置

【登録条件】 登録土
量： 14,000㎥
土工期： 2016年07月～2016年10月
土質区分：第３種建設発生土



平成28年度ではさらに
埼玉・岐阜の２県で建設業協会にPR実施
無料なので、入って下さい。登録して貰っています。

来年度以降も結果を見て、拡大していく。
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システムに関する問い合わせ先

一般財団法人 日本建設情報総合センター（JACIC）
建設副産物情報センター

ＴＥＬ：０３－３５０５－０４１０（COBRIS/CREDAS）
０３－３５０５－０４１６（発生土）

ＦＡＸ：０３－３５０５－０５２０
E-MAIL：recycle@jacic.or.jp 受付
時間：ＡＭ９：３０～ＰＭ５：３０

（土・日・祝祭日を除く）

※ ご連絡を頂ければ、説明に伺うことも可能。

４.問い合わせ先について
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1. コリンズ・テクリス
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コリンズ・テクリス
現在のデータの登録要件と登録件数

コリンズ

テクリス

（工事実績）

（建設コン・地質・測量・補償コン）

500万円以上
100万円以上

コリンズ 業者数累計 約 146,000社
竣工登録工事件数累計 約4,500,000件

テクリス 業者数累計 約 14,000社
完了登録業務件数累計 約1,500,000件

（H27年度末）

※JACIC保有のシステムとして独占的事業

登録要件

登録件数
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コリンズ・テクリスの発注機関分類別
登録件数（累計）

平成2７年3月末現在

国の機関

約75万件
12%

都道府県

約250万件
41%政令市

約45万件
8%

市町村約

189万件
32%

独立行政法人
約4万件

等 約37
万件 6%

その他

1%

総登録件数
約600万件

会社数 登録件数 技術者数

コリンズ 146,000 4,500,000
テクリス 14,000 1,500,000
合計 160,000 6,000,000 1,690,000



Ｃonstruction Real Information Sｙｓtem
工事実績情報システム

「コリンズ・テクリス」で商標登録
特許第3963865号（Ｈ26．3）

世界的にまれな成功例
１．圧倒的なシェア 立法措置なし。金額で90％
．

http://www.jacic.or.jp/jacicdata/index.html
３．データを登録する人と使う人が違うシステム
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２．電子入札関連 ３つの事業

33

政府共用認証局

ブリッジ認証局

相互認証

政府認証基盤（GPKI）

国土交通省等入札参加希望者（応札者）

情報取得

入札情報サービス国 民

情報収集
・発注予定情報等
・入札公告等
・入札結果等

情報取得

統合PPI

民間認証局（複数）
または

商業登記認証局（法務省）

電子証明書
発行

電子証明書の
有効性確認

電子証明書 電子証明書の
発行 有効性確認

行政WANインターネット

入札書等

通知書等

電子入札システム

情報収集
e-BISCセンター

ヘルプデスク

お問い合せ
お問い合せ

サブセンター

事前動作検証

過去の
案件参照

電子入札システム管理事業
e-BISCセンターの概要

相互認証

電子認証
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電子入札システム管理事業の今後

34



電子入札情報サービス（統合ppi)

※利用者無料。費用負担は発注者。 統一的に出来ていない例
35



36

入札業務を行う公共発注機関は、共通の仕様がある。

H２７年度末見込み 利用機関数 790機関

電子入札コアシステム事業



電子入札コアシステムの解説

１．もともと地方自治体のためにJACICが開発した。（Ｈ14年）
現在はコスト面から国土交通省も採用

２．システムという名称であるが、ハードシステムではない。
３．47都道府県のうち46都道府県、19政令指定都市がサ
ポートしている標準、日本の「公共工事のデファクトスタン
ダード」 ４．ハードシステムのベンダーは、日立・NEC・東
芝 ３社
５．標準と実装化を分けた日本建設分野の最初の例
（コリンズや積算システムは、標準とシステムが一体）
コンソーシアムは今も続いている。
６．日本の電子入札システムは国際標準準拠
国連ＣＥＦＡＣＴにて認証
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3. 積算システム関連
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直轄事業と自治体へのサービス

センター
サーバ

クライアント

県・政令指定都市

市町村等

オンライン／専用回線

河川・国道事務所地方整備局等

●積算システム提供
インターネットデータセンター

●積算基準データ提供

インターネット
（ASP)

サーバ クライアント

クライアント

クライアントサーバ

・積算システム提供

・積算基準データ提供

Web版14機関

XML形式 37機関

専用回線

サーバ クライアント

JACIC
積算システムセンター
（運用支援センター）

オフライン



データセンター（IDC) ＪＡＣＩＣ

積算ｸﾗｲｱﾝﾄ

SSL：Secure Socket Layer

監視端末 管理ｸﾗｲｱﾝﾄ積算サーバ(ｸﾗｽﾀ構成＋仮想化)

A地方公共団体 既設FW

イントラネット

ＳＳＬによる暗号化通信

ＳＳＬによる暗号化通信

既設FW
C地方公共団体

積算ｸﾗｲｱﾝﾄ

イントラネット

ＳＳＬによる暗号化通信

ＦＷ

ＦＷ

ＳＳＬによる暗号化通信

イントラネット

既設FW B地方公共団体

積算ｸﾗｲｱﾝﾄ

イントラネット

ＳＳＬによる暗号化通信

□□市
仮想サーバ

○○ｾﾝﾀｰ
仮想サーバ

震災復興支援
仮想サーバ

Internet

地方公共団体向け積算ＡＳＰサービス
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ＪＡＣＩＣのウェブ方式の積算システムは東日本17自治体で。
ASP方式：東北の宮城・秋田など採用。

※数年前までクラウドは考えられなかった。

自治体クラウド 現在やっと20％程度 →
総務省が行ったアンケートでは、60％を
超える日が近い。

ＪＡＣＩＣは「LGWAN-ASP対応」の積算システムを検討中。
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4．CIM
ＣIMとは？

Construction Information Model/ Management) 3
次元情報を使って、ライフサイクル上の効率化・

統合化を目指す考え方 → H28 i-construction

JACICの立場：・国土交通省からの受託
（推進組織の事務局、ガイドライン作成）

・自主研究

・公益事業

（大学とのコラボ）

（国際標準化活動、研修）

41



CIMの推進・普及体制（Ｈ28年～）

実現場・業務で活用可能なガイドライン策定
ＣＩＭ導入に関わる要領基準の改定等

（他に入契制度、国際標準化等）

ＣＩＭの現地での検証、検証成果の整理

Ⅲ 現地での検証WG

Ⅱ 要領・基準の改定WG

土木学会

技術検討成果
の連携・共有

CIM人材教育の
発注者支援

building
SMART

International

国際標準化への
対応連携

標準化委員会
（JACIC)

ＣＩＭ全体像の
検討共有

標準化委員会
（JACIC)

標準化の
検討共有

CIM検討体制（H28～）

ICT導入協議会

• これまでの体制を統合し、関係者間の目標の共有や役割・責任の明確化を図り、CIMの推進・普及を
より強力に進める体制に再編する

• CIMと密接に関連するi-Construction（ICT土工）をH28年度から本格導入するが、この成果を土工以
外の分野に展開していく

Ⅰ CIM導入ガイドライン策定WG

実務者レベルでの委員会・WGの円滑な運営支援全体統括チーム(仮称)

CIM導入推進委員会
■役割

ＣＩＭの導入推進および普及に関する目標の共有、方針の立案、確認
■体制
官：国土交通省（主務：主務技術調査課）等、学：土木学会等、産：建設業界団体等

42



ガイドライン策定は、H29初頭
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曾 国土交通省CIM導入事例 （ダム管理）
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CIMの自主研究 激特事業でグットデザイン賞

な検討から、施工時の試行錯誤まで、すべてのプロセスで新しい試みを行った。災害復
旧にとどまらない新しい価値を地域に与えることに成功している。
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受賞対象名 分水路 [曽木の滝分水路]

事業主体名 国土交通省 九州地方整備局 川内川河川事務所

分 類 都市づくり、地域づくり、コミュニティづくり

受 賞 企 業 熊本大学 （工学部社会環境工学科 景観デザイン研究室）

概 要 観光地「曽木の滝」に近接するため、景観保全への配慮が必要であった。設計時の入念

(経済産業大臣賞)

「ＣＩＭ」を先取り



平成18年7月川内川流域で
記録的豪雨が発生

分水路計画地は奇岩奇石の豊かな自然環境が広がる曾木の滝公園地の一部

３次元モデル、コミュニケーションツールがなければ、
時間的な余裕のない激特事業で景観を保全することはできなかった。

・３次元モデルを用いて、景観や環境にも配慮した分水路の設計を試みた
・産官学の協働の場として、コミュニケーションツール(kolg)を利用し短期間での合意形成により事業を推進

曾木の滝

掘削予定個所

資料提供 : 熊本大学 自然科学研究科 小林教授 (空間情報デザイン研究室)

激特事業に景観を -景観も配慮した分水路の設計-
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熊本大学 小林一郎 教授

CIMの伝道者
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BIM/CIMに関する海外調査

・ニューヨーク市の建設事業を担うデザイン・建設部では、2014年から建設IT研究者であるF.
Penamora博士（前・コロンビア大学工学・応用科学部長）をコミッショナーとして迎え，BIM
の導入を精力的に進めている。
・NYCDDCでは、数年前より大規模プロジェクトを対象にBIMの導入を開始し、2012年には
BIMガイドラインを定め、対象およびLOD (level of development)を定めている。
・受注者にはガイドラインに基づいたBIM実行プランを30日以内に提出することを求めている。
・現在のガイドラインは主に建築物を対象としたものである。
・2016年春に発行予定のガイドライン2.0ではインフラ構造物や施設管理への拡張を予定し
ている。
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「CIMチャレンジ研修 -CIMSoluthon-」

CIMに対する教育・訓練

50



CIMSolution実施状況

コース名 使用するソフト
B：道路計画：ルート選定 国：3名

建設コンサルタント：7名
ベンダー：1名

合計：11名

C：道路計画：ルート選定 建設会社：2名
建設コンサルタント：8名
測量・地質会社：1名

ベンダー：1名
合計：12名
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６．Photog-CAD

JACICが開発 CADと写真測
量技術の合体
デジタルカメラだけで。

15万円＋消費税で販売
代理店：川田テクノシステム
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左 正面 右

家庭用デジタルカメラで、３方向から撮影

Photog-CADの特長

従来のポール横断測量

課題
・安全性
・効率性
・作業者多数

三次元モデルの作成

横断図の作成

設計・積算作業

査定設計書の作成

総合単価を使った査定設計業務

Photog-CADで
・安全
・省力化
・時間短縮

写真測量による効率化
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H24年10月国土交通省 の事務連絡

H25年４月 商標登録 Photog-CAD 

H26年６月災害手帳に実名で記載

H26.8 岩手県にて災害査定で第１号
H27年 「国土強靭化」の取り組み事例

農水省も採用 技術展示室で表示

Ｐhotog-CADの広がり
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１） 社会基盤情報標準化委員会
委員長：東京大学教授 柴崎亮介
年２回 常設委員会、小委員会テーマは公募 2
次元電子納品モデル案 ＳＸＦの活用等成果
http://www.jacic.or.jp/hyojun/densi_model1308.html

２）研究助成事業
総額5,000万円、20組程度
最近はCIMに関するもの多い
年１度 報告会

３）JACICセミナー（その時のテーマ）
・「海外インフラビジネス」（8/26 東京：グランドアーク半蔵門）
・「インフラの維持管理2015」（9/25 大阪：グランキューブ大阪）
・「建設分野のロボット革命」（10/8東京：東京グランドホテル）

地方に関しては、ｃｐｄポイント付きのビデオセミナーを

７．公益事業 ４つ
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（４）建設分野の国際貢献に資する事業

ア 国際会議への参画・サポート 大阪大学 矢吹教授
・「ICCCBE2016」（７月：大阪） 理事長
以下12名の参加、論文発表7篇

・「世界工学会議（WECC2015）」（12月：京都）
英語によるブース出展、論文参加７編

イ その他の活動
・JICAベトナム研修団13名の研修受け入れ（11/25）

JACICの公共事業発注に係る情報システムなど説明

４つで毎年２億円強を使う約束。 56



ご静聴ありがとうございました


